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「三田学会雑誌」91卷 2号 （1998年 7 月）

多国籍企業の垂直統合：

日本における外資系企業の実証分析*

山 脇 秀 樹

1 . は じ め に

多国籍企業が，なぜ同一の製品を異なる国の市場で生産するのか，という問題はこれまで多くの 

研究者の関心を集めてきた。この問題に対する最も有力な理論的説明は， H ym er (1960)， Kind- 

leberger (1969)，C aves (1971)，B uckley and  C asson (1 9 7 6 )，D unning (1977)，H en n a rt (1982) ら 

の先駆的な研究によって発展されてきた取引費用（transaction-cost) 仮説により与えられてきてい 

る。投資先国を決定する立地上の諸要因を所与として，多国籍企業は海外市場に直接投資を行い， 

その生産活動を内部化することを通じて，企業に固有の無形資産（intangible assets) に対する利潤 

を極大化する，というこの仮説はこれまで多数の実証研究により検証されてきた（Caves，1996)。 

一般的に言って，企業に固有の無形資産を測定する代理変数として研究開発（R & D ) 集約度と広 

告集約度を使用した実証研究は，これらの変数が投資受け入れ国並びに投資国における多国籍企業 

の存在の重要性と正の関係を持つことを明らかにしている。この課題を扱った最近の実証研究とし 

ては， K ogut and  C hang (1991)，D rak e  and  C aves (1992)，H en n a rt and  P a rk  (1994)，B elderbos 

and  S leuw aegen  (1996)，Pugel, K ra g a s，and K im ura (1 9 9 6 )があげられる。

これら実証研究は無形資産が多国籍企業の全体的な活動水準を表す売り上げ高，従業員数，参 

入社数といった諸変数の主要な決定因であることを示してきた。この実証的観察を提示した先行研 

究が多国籍企業の存在理由に関する文献に多大な貢献を果たしたことには異議のあるところではな 

い。しかしながら，これらの先イ亍研究から明らかにされていない問題も存在する。例えば，無形資 

産が，多国籍企業の全体的な活動水準ではなく，調達 • 生産•流通といった特定の企業活動にどの 

ような影響を及ぼすか，といった問題はいまだに実証的に分析されていないように思われる。多国

* 本論文は，拙著 “Procurement, Production, and Distribution by Foreign M ultinational Enter
prises in Japanese M anufacturing Industries” (March, 1 9 9 8 )を修正し，抄訳したものである。
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籍企業は単に水平的な生産活動に従事するのみでなく，垂直的な活動も同時に行うことは従来の個
( 1 )

別産業研究によって明らかにされている。本論文の目的は従来の実証研究によっては明らかにされ 

ていない以下の問題を分析することとする：多国籍企業はどのように調達• 生産•流通といった垂 

直的な活動を投資先国で展開するか？；このような活動はどの程度まで企業内で垂直的に統合され 

ているのか？；これらの活動の企業内での態様は無形資産の重要性に依存するのか？

本論文では特に多国籍企業の諸活動に関する意志決定の内，以下の3 点を分析する：（1 ) 多国 

籍企業が本国並びに第三国から原材料，半完成品，部品，完成品を輸入するか，現地において調達 

するかの選択；（2 ) 現地企業に生産を依頼するか，自己の生産設備を設立するかの選択；（3 ) 自 

己の流通チャンネルを設置し流通を前方統合するか，あるいは既存の流通チャンネルを使用するか 

の選択。これらの垂直的事業活動の意志決定因を調べるために，本論文では従来の研究においては 

使用されていない1973年から1994年の期間に日本に進出した多国籍企業についての新しいデータを 

使用する。次節において本論文の分析と関連のある従来の研究を概観したのち，第 3 節で前述の3 

活動についてのデータを提示する。第 4 節における統計的分析では，垂直的活動の決定因を同一の 

モデルを用いて分析する。最後に，第 5 節で結論が述べられる。

2 . 従来の研究

従来の研究は多国籍企業の国際的な活動が少なからぬ程度に垂直的に統合されていることを見い

だしている。多国籍企業による後方垂直的統合は原材料，資源開発，採掘に携わる産業において広

範に見られることは周知の事実であるが，非採掘業における後方並びに前方統合も一般的であるこ

とが明らかにされてきている。 ドイツ，米国といった先進工業国にある多国籍企業はその生産工程

を垂直的に分割し，労働集約的な製造工程を相対的に労働費用の低い国に移動する傾向が強い。多

国籍企業は海外直接投資を通じて対岸における部品，半完成品の調達（off-shore procurement) に

従事する（Jarret, 1979; Froebel, Heinrichs, and Kreyle, 1980; and Lee, 1986)。この事実と整合的に，

部品，半完成品の企業内貿易（あるいは，子会社間貿易）が，革新的な製品を製造する産業，並びに

技術的に複雑な製品を製造する産業において広範に見いだされることが明らかにされている（Cas-

son and associates, 1986)。さらに，半完成品のみならず完成品も企業内貿易の対象となる。1990年

におけるスウヱ一デンの多国籍企業による企業内貿易の60% 以上がその海外子会社への中間財の輸 
、 ( 2 ) 

出である一方，完成品も海外子会社に向けて輸出されている（Andersson and Fredriksson, 1996)。

そして，多国籍企業は海外市場において前方統合を行い，垂直的に統合された流通経路を組織する。

( 1 ) 例えば，Froebel, Heinrichs, and Kreyle (1980) と Casson and associates (1 9 8 6 )を見よ。

( 2 )  Stubenitsky (1970) も参照されたい。
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日本企業の米国市場における垂直的に統合された流通組織が米国への輸出増大を援助したことが見 

いだされてきている（Y am aw aki，1991)。

企業の華直統合に関する経済分析は， C oase (1 9 3 7 )とW illiam son  (1971 and 1985) による理論 

分析を中心として発展されてきた。取引費用の重要性が垂直統合を促進する一つの決定因とするこ 

の理論は，多国籍企業における垂直統合の重要性を説明するのにも有効である。ある中間財の取引 

に際し，その買い手と売り手が取引特殊資産へ多額の投資を必要とする場合，両者は長期的契約を 

結び，短期的契約に伴う取引離脱費用を最小化するだろう。さらに，長期的契約に伴う取引交渉， 

取引契約，取引監視にかかる費用が大きい場合，企業はその中間財の取引を垂直的に統合し内部化 

する。

前途のように，非採掘業においても多国籍企業がその活動を垂直的に統合することが観察されて 

きているが，その決定因は従来の実証研究において直接的に分析されていない。間接的には，企業 

内貿易に関する従来の研究における主要な発見から多国籍企業の垂直統合の決定因を推測できる。 

一般的に，企業内貿易の実証研究のもっとも頑強な発見は，取引特殊資産の代理変数として使用さ 

れた研究開発（R & D ) 集約度が親会社から子会社への輸出並びに子会社の親会社からの輸入と正 

の関係を持つことである。従来の研究によるこの発見は，取引費用仮説と整合的であるとされてき

ている (Lall, 1978; Helleiner and Lavergne, 1979; Sleuwaegen, 1985; Zejan, 1989; Siddharthan and
( 3 )

Kumar, 1990; Pearce, 1993; OECD, 1993; and Andersson and Fredriksson, 1996)。これらの研究は多国 

籍企業の企業内取引の態様について一般的な観察を提示するのに有用であるが，そこでは垂直統合 

の特定の態様に関する観察はなされていない。より直接的にこの点を分析した研究としては，米国 

多国籍企業の垂直的に分割された取引の決定因を分析したJ a r r e t  (1 9 7 9 )の研究があげられる。垂 

直的に分割された取引は，特に，生産工程がいくつかの行程に垂直的に分割容易な産業，規模の経 

済性が分散された生産工程においても失われない産業，そして，いくつかの生産工程が国内よりも 

海外においてより効率的に生産されうる産業，において重要である事実を発見した。そして，流通 

への海外直接投資を分析したSleuw aegen  and  Y am aw ak i (1 9 9 1 )の研究は，米国における日本の 

多国籍企業が，特に，物質的に製品差別化された耐久財を製造する産業に属する場合，米国の流通 

経路に直接投資し，現地の流通を垂直的に統合する傾向が強いことを見いだした。このことは，物 

質的に製品差別イ匕された財においては，現地においてアフターセ一ルスのサービスを提供すること 

の重要性が特に高いことによる。

( 3 )  Benvignati (1 9 9 0 )は例外で，研究開発集約度と企業内貿易の重要性の間に正の関係を発見しな

かった。
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3 . データと予備的観察

データ

本論文において使用されるデ一タは個々の子会社に関して集められた東洋経済とDun and  B rad- 

s t r e e tにより編纂されたデ一タ(外資系企業総覧) を基にしている。東洋経済デ一夕は1986年以降 

毎年出版されており，外国親会社により20%以上所有されている子会社並びに資本金5 千万円以上 

の子会社が収録されている。例えば，1995年版には，3,200社の海外多国籍企業の日本子会社が収 

録された。日本における対内直接投資に対する規制の歴史を考慮し，本論文では1973年以降に設立 

された製造業にある外資系企業のみを分析対象とした。さらに，多数の子会社の活動に関する定量 

的，定性的な情報の欠如により，統計的分析に利用可能なサンプル数は最終的に284社となった。 

東洋経済のサ一^ ^イは1975年以降に参入した外資系企業として555社を記録していることから，本 

論文において使用されたサンプルは母集団の約5 0 % を占めているといえる。

サンプルに含まれた284社の親会社の国籍を示すと，米国多国籍企業の占める割合が最も高く， 

154社となり，サンプルの5 4 .2 % を占める。その他の国籍としては， ドイツが39社で1 3 .7 % を占め， 

フランスとイギリスが，それぞれ19社で，6 .7 % を占めている。そして，スイス系企業が18社 （6.3 

% )，スウヱ一デン系企業が13社 （4 . 6 % )となる。サンプルを3 桁産業分類で見ると，電気•電子 

機器，通信機器産業に属する企業が25社となり，産業間分布において最も高い集中を示している。 

その他の相対的に高い集中を示す産業としては，有機化学（23社)，コンピューター（19社)，医薬 

品 （19社)，一般機械（16社）となる。

予備的観察

表 1 は， 日本の製造業における外資系企業の子会社数を調達，製造，流通の事業活動別に示した 

ものである。本論文の主目的は多国籍企業の垂直統合に関する意志決定を分析することにあるので， 

サンプル企業はこれら3 活動における垂直統合の程度により更に細分類されている。表 1 では，最 

初に，企業の総仕入額に占める輸入の割合，/M P S /7について考察する。ここでは，サンプル284 

社中，223社 （7 8 _ 5 % )が正の輸入比率を持つことが示されている。本論文において使用されたデ 

一夕においては，子会社の輸入による仕入れが企業内貿易によるものかどうかが判明しないため， 

データを更に子会社の所有形態により分類してみる。仕入れ額に占める輸入の比率が正となる子会

( 4 ) 日本における対内直接投資についての詳細な解説は中村，深尾，渋 谷 （1 9 9 5 )を参照されたい。 

対内直接投資の決定因については，たとえば， Eaton and T am ura (1994)，洞ロ（1995) を参照さ

れたい。
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社数は100%所有子会社のサンプルにおいては9 3 .7 % であるのに対し，合弁子会社サンプルにおい 

ては7 0 .9 % となった。そして， 2 サンプル間で頻度が等しいという仮説は， 1 % の統計的有意性を 

もって棄却された。

さらに，T M P S/Zを60%の水準で分類すると，完全所有子会社と合弁子会社における頻度の差は 

よりいっそう明確となる。完全所有による子会社のサンプルにおいては，58 .4 % の子会社が60% 以 

上の輸入比率を示しているのに対し，合弁により設立された子会社のサンプルにおいては，33.6%  

のみの子会社が60%以上の輸入比率を示している。このサンプル間における頻度の差は1 % 水準に 

おいて統計的に有意である。この結果は，多国籍企業により100%所有された子会社は，他の子会 

社と比較して，総仕入れ高に占める輸入がより大きい，という観察を再確認するものである。

製造工程が現地子会社により行われているかを観察するために，子会社が製造能力を所有するか， 

あるいは現地の独立企業を下請けとして契約しているか，をしめすダミー変数，P L A N T を:K に 

見てみよう。サンプル284社中，5 9 .2 % を占める168社が独自の生産能力を持つ。子会社の所有形態 

の違いはこの頻度に影響を与えないことが，表 1 から明らかである。

最後に，子会社が前方統合された流通組織を持つかどうか見てみよう。流通への前方統合を示す 

に適切な指標は利用可能ではないが，本論文に使用されたデータからは少なくとも，子会社が独自 

の流通子会社をもつか，あるいは合弁の日本側パートナーに直接販売するか，を確認することがで 

きる。この2 つの販売形態を持つ子会社を，流通過程を統合している子会社と見なし，ダミー変数， 

D IS T R IB U T IO N を構築すると，大多数の8 1 .7% の子会社が流通過程を統合していないことが表 

1 から明らかである。流通過程を統合している子会社の比率が合弁企業のサンプルにより多く見ら 

れるという事実は，合弁の目的の一つが日本側パートナーの持つ流通チャンネルを使用することに 

ある事に依拠すると思われる。合弁企業のサンプルと完全子会社のサンプルの間に見られる頻度の 

差は 1 % 水準において統計的に有意である。

子会社の主要製品を3 桁分類による産業に分類すると，総仕入れ高に占める輸入の比率が最も高 

い 3 産業は，医薬品（76.7% )，医療機器（75_2% )，コンピュータ一 • 電子機器（65.3% ) となるの 

に対し，輸入比率が最も低い3 産業は，食 品 （18.0% )，飲 料 （12.0% )，自動車•部 品 （4.3% ) であ 

る。医薬品において輸入比率が高いのは，海外親会社が日本の子会社に基礎調合薬品を輸出し，子 

会社が日本における諸規制と需要条件を考慮してそれを調合し市場に適応させるためといえよう。 

同様な事業活動は医療機器においても見られる。

コンピュータ一.電子機器においても少なからぬ程度の国際的取引が行われていることが明らか 

である。相対的に高い輸入比率は子会社が半完成品• 部品を親会社あるいは第3 国市場にある関連 

子会社から輸入し，現地における仕様に合わせて現地で組み立てるという事業形態と整合的である。

( 5 ) この観察は，輸入比率を50%としても変わらない。
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表 1 . 事業活動別外資系企業数

全体
(N=284)

100%所有 
子会社 

(N =95)

合弁子会社 
(N =  189)

IM PSH>  0 223 89 134
(78.5%) (93.7%)*** (70.9%)

m % > IM P SH >  0 126 37 89
(56.5%) (41.6% )… (66.4%)

IMPSH>6Q% 97 52 45
(43.5%) (58.4%)*** (33.6%)

IMPSH ニ 0 61 6 55
(21.5%) (6.3%)*** (29.1%)

P L A N T  = 1 168 61 107
(59.2%) (64.2%) (56.6%)

P L A N T  = 0 116 34 82
(40.8%) (35.8%) (43.4%)

D ISTRIBU TIO N = 1 52 8 44
(18.3%) (8.4%)*** (23.3%)

D ISTRIBU TIO N  =  0 232 87 145
(81.7%) (91.6%)*** (76.7%)

注 ：***は値が合弁子会社のサンプルと1 % 水準において統計的に異なることをし 

めす。変数の定義については本論文の付表を参照。

これに反して，食料品 • 飲料では輸入比率が低いが，これは日本の需要に見合った素材.添加物が 

日本においてより容易に調達可能なためと言えるであろう。こうした産業間に輸入調達比率の差の 

決定因を，次節において市場構造の諸要因を制御して分析する。

4 . 統計的分析

仮 説

前節における予備的分析では，日本における外資系企業が調達• 生産•流通の事業活動を営む事 

が明らかにされた。調達 • 生産 • 流通の態様の決定因は独立しているように見られるが，企業のこ 

れらに関する意志決定は共通の決定因によってある程度まで決定されていると考えられる。例えば， 

子会社が海外親会社から半製品• 部品を多く輸入する場合，子会社の生産活動は明らかに現地の仕 

様に合わせての組立• 包装に重きが置かれるだろう。そして，こうした組立. 包装工程は，取引特 

殊資産を必要としない限り，現地の下請け企業との契約において行うことが一つの選択として考え 

られる。一方，子会社が現地市場において現地の需要条件に合った製品を自ら生産し，現地の顧客 

との緊密度を高め，需要条件の変化に敏速に対応しようとする場合，子会社は流通過程を統合する 

ことにより，更に顧客との緊密度を高めるであろう。

このように，調達 • 生産 • 流通の各活動は相互に関連していると考えられるので，ここでは，こ
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れらの活動に関する企業の意志決定を同一の決定因により説明するモデルを用いる。前節において

使われたP L A N T  • D IS T R IB U T IO N の 2 変数に加えて，子会社の仕入れ輸入比率が正か否かを示 

すダミー変数，I M P O R T を導人'L , これら3 変数を同一の独立変数に回帰させることにより，決 

定因の分析を行う。

I M P O R T の決定因

現地子会社が中間財を現地において調達するか，本国あるいは第三国市場から輸入するか，とい 

う多国籍企業の意志決定は，第一に，生産の比較優位と立地的要因によって決定されるだろう。垂 

直的に分割された多国籍企業の生産工程を分析した伝統的な貿易理論によると，多国籍企業は投資 

対象国間に存在する要素賦存量の差に応じて垂直的な生産工程を組織する（Helpm an，1984; Help- 

man and Krugman, 1985; Ethier and Horn, 1990)。多国籍企業の垂直的に分割された生産工程の内， 

資本集約的な工程は相対的に資本賦存量の大きい国において，そして労働集約的な工程は相対的に 

労働賦存量の大きい国において行われる。より最近では， B ra in a rd  (1 9 9 3 )が，要素賦存量の重要 

性に加えて各生産工程における規模の経済性も企業の海外生産•輸出に関する重要な決定因となる 

ことを示している。こうした理論的分析の議論と整合的に， J a r r e t  (1979) の実証分析は米国多国 

籍企業内における華直的取引並びに海外調達（off-shore procurem ent) の重要性が被投資国の労働 

費用，輸送費用，規模の経済性によって決定されることを示した。

伝統的な比較優位の仮説を検証するために，ここでは資本集約度，C M P /L A 5 を使用する。日 

本は相対的に資本賦存が豊かな国であることを仮定すると，労働集約的な工程を要する産業は相対 

的に労働賦存が豊かな国より輸入する傾向が強い。日本にある外資系企業は，その属する産業の資 

本集約度が低いほど，輸入を高めるだろう。比較優位上の決定因として，技術優位性も資本集約度 

に加えて考慮する必要がある。ここでは日本における産業の技術上の比較優位性を測定する変数と 

して技術優位指数，允:T A を使用する。多国籍企業が技術集約的な生産工程を相対的に技術上の優 

位性の高い国に置くならば，R T A は I M P O R T と負の関係を示すだろう。

多国籍企業の輸入調達に関する意志決定に重要な影響を及ぼすと考えられる第二の要因としては， 

取引特殊資産の重要性に依る取引の内部化があげられる。企業内貿易の決定因に関する既存の研究 

は，R & D 集約度が最も重要な決定因であることを見いだしてきている。けれども，この観察の解 

釈には注意が必要であろう。高いR & D 集約度は多国籍企業の内部化誘因として働く一方，R & D  

集約的な生産工程を本国に置いて集中化を促進する集中化誘因としても働く。多国籍企業がR & D  

集約的な工程を本国に集中化する理由としては，本国の技術優位性を利用するため，複雑な生産ェ

( 6 ) 貿易理論による議論の水平的な直接投資に関する実証研究としてはBrainard (1 9 9 7 )がある。ま 

た， Yam awaki (1985) も参照されたい。
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程の管理 • 運営 . 統御を容易にするため，そして高付加価値をもたらす工程を本国に置くため，と 

いったことが考えられる。このように，取引特殊資産が重要な産業に属する多国籍企業はその国際 

取引を内部化する傾向があるという取引費用仮説と補完的に，集中化仮説も企業内貿易のR & D 集 

約的な産業における重要性を示している。これらの要因を完全に分離して分析する事は困難である 

が，尺T A を推定される方程式に導入する事により，比較優位による要因をある程度まで他の要因 

から分離することは可能であろう。産業の技術集約度を測定する変数として， R & D 集約度，服  

D / S L を使用する。この変数は日本における産業間にあるR & D 集約度の格差を測定するのに対し， 

R T A は日本の諸外国と比較しての産業の技術優位性を測定する。R & D IS Lの IM P O R Tに対す 

る係数が正の符号を持つ場合，その解釈は集中化仮説に依拠する。

多国籍企業の子会社が現地調達するか輸入するかの選択を決定する第三の要因としては，製品の 

特性があげらる。多国籍企業の本国向けにデザインされた製品はしばしば海外市場における需要条 

件，消費嗜好，購買習慣，政府規制に適応するように現地仕様に変更される必要がある。特に，現 

地の需要条件が重要な程度まで本国の条件と異なる時，子会社は現地の需要条件に見あった部品， 

原料を調達して現地生産を行うだろう。需要条件，消費嗜好が広告•宣伝により大きく影響を及ぼ 

される限りにおいて，広告集約度U W /S L )は と 負 の 関 係 を 持 つ で あ ろ う 。

P L A N T の決定因

自己の生産工場を設立して生産をおこなうか，現地の下請け企業に生産を依頼するか，という多 

国籍企業の生産内部化に関する意志決定は取引費用仮説によって説明される。取引特殊資産の重要 

性がR & D 支出と広告支出によって推測されると仮定するならば，現地生産能力を保有するか否か 

の意志決定を示す変数，P L A N T は R& D  I S L とA D / S L に対して正の関係を持つことが期待さ 

れる。

これに反して，多国籍企業がR & D 集約的な生産段階を本国に集中して行う場合，R & D I S L \ i  

P L A N T と負の関係を持つであろう。集 中 化 仮 説 は と の 間 に 正 の 関 係 を 期 待  

するが，R & D / S L とP L A N T の間には負の関係を期待する。

D ISTRIBU TIO Nの決定因

海外市場における流通経路を統合するか，あるいは既存の流通経路を利用するかの選択に関する 

意志決定も取引特殊資産としての無形資産の重要性に依存する。取引される製品が非常に複雑な機 

能を持つ場合，非常に革新的である場合，販売員に特殊な専門知識を要求する場合，そして入念な 

アフターサービスを必要とする場合，多国籍企業にとって，現地の流通経路に直接投資を行い流通 

経路を前方統合する動機は強い（Sleuwaegen and Yamawaki, 1991)。その場合，R & D 集約的な製 

品がこのような特徴を持つとするならば，R & D /S Lは D IST R IB U T IO Nと正の関係を持つこと
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が期待される。広告集約的な製品が必ずしもR & D 集約的な製品と同様な特徴を持つとは限らない 

が，A D / S L もD ISTR IB U TIO Nに正の影響を及ぼす事が考えられる。現地におけるブランド管 

理や販売促進戦略が企業に特有のノウハウと技術を必要とする場合，多国籍企業はこような企業特 

有資産を現地の下請け企業にライセンス契約を通じて譲渡するよりも，自己の子会社を通じて直接 

的に運営する事を好むであろう。

さらに，現地化仮説が広告集約度と流通への前方統合との間に正の関係を示唆するのと補完的に， 

日本に特有な流通組織が外資系企業の流通への前方統合を促すことも考えられる（W illiamson and 

Yamawaki, 1991)。外資系企業がマーケティング集約的な産業における日本企業に対抗するために 

流通への前方統合を促進する限りにおいて，この正の関係は強められるであろう。

以下における統計的分析においては，これらの主要な変数に加えていくつかの制御変数を導入し，

産業あるいは企業に固有の特性を統御する。これらの変数の定義並びに使用されたデ一夕の出所に
( 7 )

ついては，本論文の付表を参照して頂きたい。産業出荷額成長率（GROW TH) , 過去の対内直接投 

資規制ダミー（REGD)，子会社の従業員規模（SIZE)，子会社の年齢（AGE) , 子会社の海外親会 

社による資本所有比率（OW NERSHIP)，そして子会社が日本の商社との合弁か否かを示すダミー 

(T R A D IN G )の各変数が推定される方程式に導入される。表 2 は，これまでに述べられた仮説か 

ら期待される主要変数の係数に関わる符号を整理している。

推 定 結 果

表 3 は，日本における多国籍企業の子会社が輸入調達をする確率(IM PO RT) , 子会社が自己の 

表 2 . 主要変数の係数について期待される符号

従属変数

独立変数 IM PO RT P L A N T DISTRIBUTION

C A P /L A B
R T A

— —

R & D /SL
現地化仮説 - + +
集中化仮説 + —

A D /S L
集中化仮説 十 -
現地化仮説 — + +

OWNERSHIP + -
TRADING + -

注 ：これらの仮説の詳細は本文ならびにY am awaki (1 9 9 8 )を参照。

( 7 ) 各変数についての詳細な議論については，Yam awaki (1998) を参照されたい。
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生産設備を有する確率 ( P L A N T ) ,そして子会社が垂直的に統合された流通経路を有する確率 

(D IS T R IB U T IO N )を説明するP r o b i t分析の推定結果である。これら3 方程式はすべて同一の独 

立変数を右辺に含んでいる。まずI M P O R T についてみると，資本集約度 {CAP I L A B 、の係数は 

統計的に有意であり，期待された負の符号をもつ。この結果は，多国籍企業が労働集約的な生産エ 

程を日本以外の国に設置し，半製品 • 部品等をそこから輸入調達する，という仮説を支持している。 

輸入調達の方程式にみられるもう一つの重要な結果は，R & D 集 約 度 { R D / S L )と広告集約度

表 3 . IMPORT, PLANT, DISTRIBUTION の Probit 推定

独立変数

従属変数

IM PORT P L A N T D ISTRIBU TIO N

定数 0.445 —0 .866 -1 .3 3 7
(0.705) (1.534) (2.047)**

AG E 0.021 0.049 0.0007
(1.363) (3.596)*** (0.043)

OWNERSHIP 0.024 0.0003 -0 .0 1 7
(4.948)… (0.087) (3.806)***

SIZE -0 .1 1 0 0.248 0.118
(1.445) (3.607)*** (1.535)

TRADING 1.290 -0 .0 3 8 一 0.815
(2.150)** (0.122) (1.617)

C A P /L A B -0 .0 6 7 一 0.005 0.035
(3.856)… (0.292) (1.918)*

R T A -0 .3 6 3 -0 .1 3 1 0.382
(1.011) (0.412) (1.063)

R & D /SL 9.694 -8 .4 7 3 -1 .6 0 2
(1.881” (1.849)* (0.333)

A D /S L -21 .049 一 5.047 30.234
(1.879)* (0.485) (2.685)***

GROW TH 一 0.578 -0 .0 5 4 0.063
(1.107) (0.130) (0.116)

REGD 0.170 -0 .6 3 3 0.260
(0.228) (0.962) (0.357)

Log likelihood -119 .02 — 171.67 -119 .04
Likelihood ratio  index 0.194 0.106 0.120

注 ：サンプル企業数は284， が正の値の企業数は223，P L A N T では168, DISTRI- 
5C/77CWでは52となる。括弧の数値は t 一 値。両側検定による有意性水準は* =  10
%, * * = 5 % , … ニ 1 % 。

( 8 ) 輸入調達比率（/M P S 7 / )も一般化されたT o b it分析を用いて推定されたが，輸入調達ダミー 

{ IM P O R T )の推定結果からの重要な変化は観察されなかった。この推定結果については，Yam- 
awaki (1 9 9 8 )を参照。
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( A D / S L )の係数が統計的に有意であり，前者は正の符号を，そして後者は負の符号をもつ，と 

いうことである。R & D 集約度の係数にみられる正の符号は，集中化仮説の期待と整合的である。 

一方，広告集約度の係数にみられる負の符号は，広告集約度の高い産業における多国籍企業がその 

製品を現地で望まれる仕様• 嗜好に適応させるために，現地において調達をする，という現地化仮 

説と整合的である。

次に / Y^47V：T の推定結果をみると，R & D 集約度の符号は負であり，統計的に有意である。こ 

の結果を，前途のR & D 集約度の /似に対する正の関係と照合するとき，次のような結論が 

導かれる。すなわち，R & D 集約的な産業にある多国籍企業は輸入調達比率を高め，自己の生産設 

備を日本に設置しない傾向が強い，ということである。この結果は，多国籍企業がR & D 集約的な 

生産工程を本国に集中化する，という集中化仮説とより整合的である。

最後にD IS T R IB U T IO N の推定結果をみてみよう。前節において展開された議論によると，取 

引に関わる無形資産の重要性が高い場合，多国籍企業は流通過程を内部化する傾向が強く，R & D  

集約度はD IS T R IB U T IO N と正の関係をもつことが期待された。この期待に反して，表 3 の推定 

結果は，R & D 集約度の係数が統計的に有意ではないことを示している。一方，広告集約度の係数 

は統計的に有意であり，その符号は正である。この結果は，広告集約度の輸入調達への負の影響を 

考慮すると，広告集約的産業にある多国籍企業が現地調達をする傾向が強く，日本において流通経 

路を統合する傾向が強い，という結論を導いている。

これらの推定結果をまとめてみると，次のことがいえよう。R & D 集約度の三係数 (IM PORT  

に対し正の符号，_PLAAATに対し負の符号，D IST R IB U T IO Nには非有意、) は，R & D 集約的な多国籍 

企業が日本において生産設備を保有せず，流通経路を前方統合しない傾向が強いことを示している。 

言い換えると，その主要な業務は半完製品ならびに完成品の輸入であり，組立等の生産工程は下請 

け企業との契約においておこない，製品は断片的な流通組織を通じて販売する，という行動態様が 

示されている。一方，広告集約的な多国籍企業は，日本において現地調達を行ない，流通経路を前 

方統合する傾向が強い。

5 • 結 論

本論文では，日本の製造業における外資系企業の調達• 生産•流通に関する意志決定に関する新 

しレゝ実証分析を提示した。

従来の実証研究においては多国籍企業の水平的な活動にその焦点が置かれたが，本論文の分析は， 

多国籍企業の垂直的な活動に標準を合わせた希な例といえよう。多国籍企業の水平的活動は垂直的 

活動と補完的関係にあることが仮定されるが，本論文の統計的分析の結果が示すことは，特定の垂 

直的活動の決定因は水平的な多国籍企業の全体的な活動水準の決定因と必ずしも同一ではない，と
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いうことであろう。多国籍企業は，一般的に，R & D 集約度と広告集約度が高い産業においてより 

多く存在する。けれども，その子会社の活動は，そうした海外市場において同一製品を生産するだ 

けとは限らない。子会社の事業は，垂直的な企業活動のうち海外市場において良好な企業成果を達 

成するために必要とされる諸活動を組織することにもある。そして，垂直的な諸活動の全体的な組 

織 _ 態様は比較優位• 市場適応化• 生産集中化• 取引特殊資産の諸要因が決定している，といえよ 

う。

企業変数 
AG E

付表：変数の定義とデータ

子会社が日本に設立されてから1996年までの年数。1996年以前に退出した場合 
は，退出した年までの年数。
(13.141， 6.064)

D ISTRIBU TIO N 当該企業が日本に流通子会社を持つか，合弁のパートナーに直接販売する場合 
に， 1 の値をもつダミー変数。
(0.183, 0.387)

IMPSH 子会社の総仕入れ高に占める輸入の比率（パーセント）。 
(41.903, 39.402)

IM PORT IM P S H が 0 より大きい場合に， 1 の値を持つダミ一変数。 

(0.785, 0.411)

O W N E R S H I P 親会社によって所有された子会社の資本金の比率（パーセント）。 
(69.798, 23.893)

P L A N T 子会社が生産設備を保有する場合に， 1 の値を持つダミー変数。 
(0.592, 0.492)

TRAD ING 子会社が日本の商社との合弁により設立されている場合に， 1 の値を持つダ 

一変数。
(0.070， 0.256)

SIZE 子会社の総従業員数（対数)。 
(4.072, 1.319)

産業変数 
A D /S L 広告支出の産業出荷額に対する比率。 

(0 .011, 0 .010)

CAP I  L A B  従業員数あたりの総資産額（百万円）。

(12.028, 5.720)

GROW TH 産業出荷額成長率，1991〜1994。 
(0.030, 0.205)
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R & D /SL R & D支出の産業出荷額に対する比率。 

(0.036， 0.024)

REGD 当該産業が1976年以前に対内直接投資の規制対象業種であつた場合， 1 の値を 
とるダミ一変数。
(0.014, 0.118)

R T A 技術優位性指数：RTA ^  =  ここでP,』は米国に

おいて産業i にあるj 国の企業に認可された特許件数。
(1.014, 0.349)

括弧内の数値は（平均，標準偏差，N = 284)。

子会社に関するデータは，東洋経済編，外資系企業総覧，東京：東洋経済新報社，各年版，よ 

り得られた。AGE，DISTRIBUTION, IMPORT, IMPSH, OWNERSHIP, PLANT, TRADING,そ 

してS IZ Eは全てこのデータから構築された。これらの変数は1994年のデータにより構築されてい 

るが，退出が1994年以前に観察された場合には，退出前の最後の年を観測値とする。 以外の 

産業変数は全て通商産業省，平成 7 年企業活動基本調査報告書，総合統計表，第 1 巻，並びに中 

村 • 深尾 • 渋 谷 （1995)，付表 1 のデータから構築された。これらの変数は1991年のデータによって 

おり，産業分類は 3 析水準である。 は U_S. Patent and Tradem ark Office, Patenting 

Trends in the United States :1 9 6 3 -1 9 8 6 ,  W ashington, D. C .: U.S. Patent and Trademark  

Office, 1987のデータによる。i?：T A も子会社の主要製品が分類される3 桁産業について構築され 

ている。 は1980〜1986年の各年^ :の平均をとる。

( 力リフォルニア大学ロ ス . アンジヱルス校 （UCLA)、 
I アンダーソン経営大学院客員準教授 ノ
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